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(57)【要約】
【課題】移動部材の移動をスムーズに行わせること。
【解決手段】伸縮方向で互いに対向する一対の端面を持
つ電気機械変換素子（１３）と、この電気機械変換素子
の一対の端面の一方（１３ｂ）に取り付けられた振動摩
擦部（１４）と、この振動摩擦部と摩擦結合される移動
部材（１２１，１２２）と、電気機械変換素子（１３）
の一対の端面の一方（１３ｂ）と振動摩擦部（１４）の
端面との間に配置された振動伝達部材（１９）とを備え
、電気機械変換素子の伸縮方向に移動部材が移動可能な
駆動装置（１０）の駆動方法において、電気機械変換素
子（１３）を鋸歯状波に往復変位させ、この電気機械変
換素子の往復変位を振動伝達部材（１９）を介して振動
摩擦部（１４）に伝達させ、それによって、移動部材（
１２１，１２２）を所定の方向にリニア駆動する。
【選択図】　　　図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　伸縮方向で互いに対向する一対の端面を持つ電気機械変換素子と、該電気機械変換素子
の前記一対の端面の一方に取り付けられた振動摩擦部と、該振動摩擦部と摩擦結合される
移動部材と、前記電気機械変換素子の前記一対の端面の一方と前記振動摩擦部の端面との
間に配置された振動伝達部材とを備え、前記電気機械変換素子の伸縮方向に前記移動部材
が移動可能な駆動装置の駆動方法において、
　前記電気機械変換素子を鋸歯状波に往復変位させ、
　該電気機械変換素子の往復変位を前記振動伝達部材を介して前記振動摩擦部に伝達させ
、
　それによって、前記移動部材を所定の方向にリニア駆動するようにしたことを特徴とす
る駆動装置の駆動方法。
【請求項２】
　前記電気機械変換素子に矩形波電圧を印加して、前記電気機械変換素子を前記鋸歯状波
に変位させる、請求項１に記載の駆動装置の駆動方法。
【請求項３】
　前記矩形波電圧のデューティ比が７５／２５～６５／３５の範囲にある、請求項２に記
載の駆動装置の駆動方法。
【請求項４】
　前記デューティ比が実質的に７０／３０である、請求項３に記載の駆動装置の駆動方法
。
【請求項５】
　前記電気機械変換素子に、所定のデューティ比を持つ逆極性の矩形波電圧と、該矩形波
電圧に引き続く０Ｖの待機電圧とから成る駆動電圧を、一周期に有する、前記駆動電圧を
繰り返し印加し、
　それによって、前記電気機械変換素子を前記鋸歯状波に変位させる、請求項１に記載の
駆動装置の駆動方法。
【請求項６】
　前記所定のデューティ比が７５／２５～６５／３５の範囲にある、請求項５に記載の駆
動装置の駆動方法。
【請求項７】
　前記所定のデューティ比が実質的に７０／３０である、請求項６に記載の駆動装置の駆
動方法。
【請求項８】
　前記待機電圧が、前記一周期の所定のパーセントの待機時間を持つ、請求項５乃至７に
記載の駆動装置の駆動方法。
【請求項９】
　前記所定のパーセントが２０％～９０％の範囲にある、請求項８に記載の駆動装置の駆
動方法。
【請求項１０】
　前記所定のパーセントが実質的に９０％に等しい、請求項９に記載の駆動装置の駆動方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は駆動装置の駆動方法に関し、特に、圧電素子等の電気機械変換素子を用いた駆
動装置の駆動方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、カメラのオートフォーカス用アクチュエータやズーム用アクチュエータとし
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て、圧電素子、電歪素子、磁歪素子等の電気機械変換素子を使用した（駆動装置）リニア
アクチュエータが使用されている。
【０００３】
　特許第３２１８８５１号公報（特許文献１）は、圧電素子などの電気機械変換素子に発
生するリンギング振動を抑え、高速駆動できる電気機械変換素子を使用した駆動装置の駆
動方法を開示している。特許文献１に開示された駆動装置は、圧電素子等の電気機械変換
素子と、この変換素子に結合して変換素子と共に変位する駆動部材（振動軸）と、この駆
動部材に摩擦結合した被駆動部材（ズームレンズ鏡筒）とを備える。この特許文献１では
、圧電素子（電気機械変換素子に印加する駆動信号を工夫して、被駆動部材（ズームレン
ズ鏡筒）を駆動している。
【０００４】
　特許文献１に開示された駆動装置の駆動方法について詳述する。圧電素子に正方向大電
流と所定の負方向一定電流が交互に流れると、圧電素子は正方向大電流に対応した急速な
伸び変位と、負方向一定電流に対応した緩やかな縮み変位とが交互に生ずる。圧電素子の
急速な伸び変位による駆動軸の移動では駆動軸に摩擦結合する被駆動部材が摩擦力に打ち
勝ってその実質的に位置に留まり移動せず、圧電素子の緩やかな縮み変位による駆動軸の
移動は駆動軸に摩擦結合する被駆動部材を実質的に移動させる。圧電素子に正方向大電流
と所定の負方向一定電流を交互に流し、交互に生じる伸び変位と縮み変位により被駆動部
材を連続的に移動させる。圧電素子に供給する電流を制御するので、圧電素子に供給する
電流を制御するので、圧電素子に発生するリンギング振動を抑え、より高速で被駆動部材
を駆動することができる。
【０００５】
　また、特開２００６－３０４５２９号公報（特許文献２）は、可動子を炭素繊維を含む
液晶ポリマーで形成することで、金属材料で形成する場合に比べて、低コスト化と軽量化
を図れるとともに、移動速度や駆動力を低下させることなく高い曲げ弾性係数の可動子を
用いた高性能な駆動装置を開示している。この特許文献２に開示された駆動装置は、電圧
が印加されることにより伸縮する圧電素子（電気機械変換素子）と、圧電素子の伸縮方向
一端に固定された駆動軸（振動摩擦部）と、駆動軸に摺動可能に摩擦係合する可動子（移
動部材）と、圧電素子の伸縮方向他端に接着固定されたウェイト（静止部材、錘）とを備
える。圧電素子の伸びと縮みの速度または加速度を異ならせて駆動軸を振動させることに
より、可動子（移動部材）を駆動軸（振動摩擦部）に沿って移動させる。
【０００６】
　特許文献２に開示された駆動装置の駆動方法（動作）について説明する。電圧印加装置
によって圧電素子（電気機械変換素子）に緩やかな立ち上がり部と急激な立ち下がり部を
有する鋸歯状波形の駆動パルスが印加される。駆動パルスの緩やかな立ち上がり部では圧
電素子が緩やかにその厚み方向に伸び変位し、これに伴って圧電素子に固定されている駆
動軸が軸方向に緩やかに変位する。このとき駆動軸に摩擦係合した可動子は摩擦力により
駆動軸と共に移動する。一方、駆動パルスの急激な立ち下がり部では、圧電素子は、急激
に厚み方向に縮み変位し、これに伴って圧電素子に固定された駆動軸も急激に軸方向に変
位する。このとき、駆動軸に摩擦係合した可動子は慣性力により駆動軸との摩擦結合力に
打ち勝って実質的にその位置に留まり移動しない。圧電素子に鋸歯状波形の駆動パルスを
連続的に印加することにより、可動子を駆動軸に沿って圧電素子から離れる方向に移動さ
せることができる。これに対し、可動子を反対方向（すなわち圧電素子に近づく方向）に
移動させるには、圧電素子に印加する鋸歯状の駆動パルスの波形を急激な立ち上がり部と
緩やかな立ち下がり部からなるものに変更すれば、上述したとは逆の作用によって達成す
ることができる。なお、駆動パルスは、矩形波やその他の波形を適用することもできる。
【０００７】
　さらに、特許第３１４１７１４号公報（特許文献３）は、移動部材を高速で安定して駆
動することができる駆動装置を開示している。特許文献３に開示された駆動装置は、静止
部材と、この静止部材にその伸縮方向の一端を固定された電気機械変換素子と、この電気
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機械変換素子の伸縮方向の他端に結合され、電気機械変換素子の伸縮方向に移動できるよ
うに支持された駆動部材（振動摩擦部）と、この駆動部材に摩擦結合され、電気機械変換
素子の伸縮方向に移動できるように支持された移動部材と、駆動部材（振動摩擦部）と移
動部材との間に摩擦力を発生させる摩擦力付与手段とを備えている。この摩擦力付加手段
は、移動部材に固定されて押付力を発生する弾性部材と、弾性部材により発生する押付力
を駆動部材に伝える挟み込み部材から構成される。また、移動部材と駆動部材の接触部、
及び挟み込み部材の接触部を断面Ｖ字状にしている。
【０００８】
　特許文献３に開示された駆動装置では、上記特許文献２に開示された駆動装置の駆動方
法によって駆動される。
【０００９】
　特開２００２－１１９０７４号公報（特許文献４）は、電気機械変換素子を使用した駆
動装置を開示している。特許文献４に開示された駆動装置は、一端において支持台（静止
部材）に固定された電気機械変換素子と、この電気機械変換素子の他端に固定された振動
部材（振動摩擦部）と、この振動部材に対して所定の摩擦力でもって係合する移動体（移
動部材）とを備えている。振動部材（振動摩擦部）としては、カーボンロッドが使用され
る。
【００１０】
　特許文献４に開示された駆動装置でも、上記特許文献２に開示された駆動装置の駆動方
法によって駆動される。
【００１１】
　また、特開２００６－１４１１３３号公報（特許文献５）は、全長が短い駆動装置を開
示している。特許文献５に開示された駆動装置は、一端が固定体（錘、静止部材）に固定
された電気機械変換素子と、この電気機械変換素子の他端に固着された駆動摩擦部材（振
動摩擦部）と、この駆動摩擦部材に摩擦係合する移動体（移動部材）とを備えている。駆
動摩擦部材の材料としては、セラミックス材料や、ポリフェニレンサルファイド樹脂（Ｐ
ＰＳ樹脂）や液晶ポリマー（ＬＣＰ樹脂）などのエンジニアリングプラスチック、カーボ
ン強化樹脂およびガラス繊維強化樹脂などが使用される。
【００１２】
　特許文献５に開示された駆動装置でも、上記特許文献２に開示された駆動装置の駆動方
法によって駆動される。
【００１３】
　特開２００７－２２６２３４号公報（特許文献６）は、構造を単純化することで超小型
化を図ることができ、低い入力電力でも大きな変移を得ることができ移送の分解能に優れ
、かつ駆動にかかる動力の損失を最小化することができ、レンズの移送を導く案内メカニ
ズムの構造が単純であり、レンズの移送を正確に且つ安定的に行うことができる、レンズ
移送装置を開示している。特許文献６に開示されたレンズ移送装置は、少なくとも一つの
レンズが内部空間に配置されるレンズ収容部から延長される延長部を備えるレンズバレル
と、上記延長部と接する摩擦部材を先端に備え電圧印加の際伸縮及び屈曲変形される圧電
体を有し上記レンズバレルの移送に必要な駆動力を提供する圧電振動子と、上記延長部と
摩擦部材間の圧電状態を保つように上記圧電体の後端と自由端が弾性的に接し上記圧電振
動子を上記延長部側に加圧する弾性力を提供する予圧部材と、上記レンズバレルの光軸方
向への移送を導く案内部とを含む。
【００１４】
　特許文献６に開示されたレンズ移送装置の駆動方法について説明する。圧電振動子は、
２０ｋＨｚ以上の超音波領域の共振周波数で隣接した長さ変形モードと曲げ変形モードが
同時に加振されるようにし圧電体の一端に取り付けられた摩擦部材において楕円形の軌跡
を発生させる。このような楕円形の軌跡の運動方向は、圧電体の内、外部電極によって決
まる加振領域により決まり、これによりレンズの移送方向変更が可能である。選択的な電
源印加の際、多層で積層された圧電体は長さ変形モードと曲げ変形モードが同時に行われ
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ながら、その一端に備えられた摩擦部材は上方または下方へと直線運動をするようになる
。この際、曲げ変形モードの振動方向は圧電体の積層方向と同じであり、これはＡＦモジ
ュールの光軸方向と一致する。圧電振動子はベースの垂直リーブに楕円運動を抑制するよ
うに固定されているため、摩擦部材は上下往復直線運動だけを行うようになり、圧電体に
印加される電圧の電極により振動軌跡の方向は上向または下向に切り替えられる。従って
、垂直方向の振動軌跡のみを形成する摩擦部材は、移送対象物であるレンズバレルの延長
部に備えられた被摩擦部材を介して駆動力を伝達するため、レンズバレルは案内部の第１
案内棒及び第２案内棒に沿って光軸方向に上昇されるか、または下降される。
【００１５】
　特許第３６４６１５４号公報（特許文献７）は、簡単な回路構成で安定した低速駆動が
可能な駆動装置を開示している。この特許文献７に開示された駆動装置は、電圧が印加さ
れると伸縮する電気機械変換素子と、この電気機械変換素子の伸縮方向一端に固定された
駆動摩擦部と、この駆動摩擦部に摩擦力で係合する係合部材と、電気機械変換素子に電圧
を印加する駆動回路とを備える。駆動回路は、電圧が、最大値又は最小値のいずれか一方
の第１の値、最大値と最小値との中間の第２の値、最大値と最小値のいずれか他方の第３
の値の順のサイクルを繰り返すようにしている。ここで、第１の値と第３の値とは、絶対
値が等しく、符号が異なり、第２の値は０ボルトである。
【００１６】
【特許文献１】特許第３２１８８５１号公報
【特許文献２】特開２００６－３０４５２９号公報
【特許文献３】特許第３１４１７１４号公報
【特許文献４】特開２００２－１１９０７４号公報
【特許文献５】特開２００６－１４１１３３号公報
【特許文献６】特開２００７－２２６２３４号公報
【特許文献７】特許第３６４６１５４号公報（図８）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　前述した特許文献１～５に開示された駆動装置においては、いずれも、電気機械変換素
子の端面と振動摩擦部（振動部材）の端面とが直接結合されている。振動摩擦部は、電気
機械変換素子の伸縮により発生する振動（往復変位）を移動体（移動部材）に効率良く伝
達させる必要がある。しかしながら、特許文献１～５に開示された駆動装置の駆動方法で
は、電気機械変換素子の伸縮により発生する振動（往復変位）を移動体（移動部材）に効
率よく伝達させることは困難である。その結果、移動部材の移動（変位）をスムーズに行
わせることが困難になるという問題がある。
【００１８】
　特許文献６に開示されたレンズ移送装置の駆動方法では、圧電振動子を長さ変形モード
と曲げ変形モードで同時に加振して、圧電体の一端に取り付けられた摩擦部材において楕
円形の軌跡を発生させ、摩擦部材を上下往復運動させている。そのため、圧電体の構成（
構造）が複雑であるという問題がある。
【００１９】
　特許文献７に開示された駆動装置においても、電気機械変換素子の伸縮方向の一端面と
駆動摩擦部の端面とは直接固定されている。したがって、上記特許文献１～５に開示され
た駆動装置の駆動方法と同様に、特許文献７に開示された駆動装置においても、電気機械
変換素子の伸縮により発生する振動（往復変位）を移動体（移動部材）に効率よく伝達さ
せることは困難である。その結果、移動部材の移動（変位）をスムーズに行わせることが
困難になるという問題がある。
【００２０】
　したがって、本発明の解決課題は、移動部材の移動をスムーズに行わせることが可能な
、駆動装置の駆動方法を提供することにある。
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【００２１】
　本発明の他の解決課題は、電気機械変換素子の往復変位を移動部材に効率的に伝達させ
ることが可能な、駆動装置の駆動方法を提供することにある。
【００２２】
　本発明の他の目的は、説明が進むにつれて明らかになるだろう。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　本発明によれば、伸縮方向で互いに対向する一対の端面（１３ａ，１３ｂ）を持つ電気
機械変換素子（１３）と、この電気機械変換素子の一対の端面の一方（１３ｂ）に取り付
けられた振動摩擦部（１４；１４Ａ）と、この振動摩擦部と摩擦結合される移動部材（１
２１，１２２）と、電気機械変換素子（１３）の一対の端面の一方（１３ｂ）と振動摩擦
部（１４；１４Ａ）の端面との間に配置された振動伝達部材（１９）とを備え、電気機械
変換素子の伸縮方向に移動部材が移動可能な駆動装置（１０；１０Ａ；１０Ｂ）の駆動方
法において、電気機械変換素子（１３）を鋸歯状波に往復変位させ、この電気機械変換素
子の往復変位を振動伝達部材（１９）を介して振動摩擦部（１４；１４Ａ）に伝達させ、
それによって、移動部材（１２１，１２２）を所定の方向にリニア駆動するようにしたこ
とを特徴とする駆動装置の駆動方法が得られる。
【００２４】
　上記本発明の第１の態様による駆動装置の駆動方法において、電気機械変換素子（１３
）に矩形波電圧を印加して、電気機械変換素子（１３）を鋸歯状波に変位させてよい。矩
形波電圧のデューティ比は、７５／２５～６５／３５の範囲にあることが望ましい。より
好ましくは、デューティ比は、実質的に３０／７０であってよい。
【００２５】
　上記本発明の第２の態様による駆動装置の駆動方法において、電気機械変換素子（１３
）に、所定のデューティ比を持つ逆極性の矩形波電圧と、この矩形波電圧に引き続く０Ｖ
の待機電圧とから成る駆動電圧を、一周期に有する、駆動電圧を繰り返し印加し、それに
よって、電気機械変換素子（１３）を鋸歯状波に変位させてよい。上記所定のデューティ
比は、７５／２５～６５／３５の範囲にあることが望ましい。より好ましくは、上記所定
のデューティ比は、実質的に７０／３０であってよい。上記待機電圧は、上記一周期の所
定のパーセントの待機時間を持っている。上記所定のパーセントは、２０％～９０％の範
囲にあることが望ましい。より好ましくは、上記所定のパーセントは、実質的に９０％に
等しくてよい。
【００２６】
　尚、上記括弧内の参照符号は、理解を容易にするために付したものであり、一例に過ぎ
ず、これらに限定されないのは勿論である。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明では、電気機械変換素子を鋸歯状波に往復変位させ、この電気機械変換素子の往
復変位を振動伝達部材を介して振動摩擦部に伝達させているので、移動部材を所定の方向
にスムーズにリニア駆動することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　以下、図面を参照して、本発明の実施の形態について説明する。
【００２９】
　図１乃至図４を参照して、本発明に係る駆動方法が適用される、駆動装置１０の第１の
例について説明する。図１は駆動装置１０を示す斜視図である。図２は図１に示した駆動
装置１０の主要部を拡大して示す部分拡大斜視図である。図３は駆動装置１０の側面図で
ある。図４は図３に示した駆動装置１０の主要部を拡大して示す部分拡大側面図である。
ここでは、図１乃至図４に示されるように、直交座標系（Ｘ，Ｙ，Ｚ）を使用している。
図１乃至図４に図示した状態では、直交座標系（Ｘ，Ｙ，Ｚ）において、Ｘ軸は前後方向
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（奥行方向）であり、Ｙ軸は左右方向（幅方向）であり、Ｚ軸は上下方向（高さ方向）で
ある。
【００３０】
　図示の駆動装置１０は、例えば、オートフォーカスレンズ駆動ユニットのレンズ駆動部
として使用される。その場合、図１乃至図４に示す例においては、上下方向Ｚがレンズの
光軸Ｏ方向である。
【００３１】
　尚、オートフォーカスレンズ駆動ユニットは、レンズ可動部とレンズ駆動部とから構成
される。レンズ駆動部は、レンズ可動部を光軸Ｏ方向に摺動可能に支持しながら、後述す
るようにレンズ可動部を駆動する。
【００３２】
　図示の駆動装置１０は、図示しない筐体内に配置される。筐体は、カップ状の上側カバ
ー（図示せず）と下側ベース（図示せず）とを含む。筐体の下側ベース上に静止部材（錘
）１１が搭載される。上側カバーの上面は、レンズの光軸Ｏを中心軸とした円筒部（図示
せず）を有する。一方、図示はしないが、下側ベースの中央部には、基板に配置された撮
像素子が搭載される。この撮像素子は、可動レンズ（後述する）により結像された被写体
像を撮像して電気信号に変換する。撮像素子は、例えば、ＣＣＤ（charge coupled devic
e）型イメージセンサ、ＣＭＯＳ（complementary metal oxide semiconductor）型イメー
ジセンサ等により構成される。
【００３３】
　筐体内には、被駆動部材としての可動鏡筒（レンズホルダ）１７が収容されている。可
動鏡筒（レンズホルダ、レンズ支持体）１７は、レンズバレル（レンズアセンブリ）１８
を保持するための円筒状の筒状部１７０を有する。レンズバレル（レンズアセンブリ）１
８はオートフォーカスレンズＡＦＬを保持する。レンズホルダ１７の筒状部１７０の内周
壁には雌ネジ（図示せず）が切られている。一方、レンズバレル１８の外周壁には、上記
雌ネジに螺合される雄ネジ（図示）が切られている。従って、レンズバレル１８をレンズ
ホルダ１７に装着するには、レンズバレル１８をレンズホルダ１７の筒状部１７０に対し
て光軸Ｏ周りに回転して光軸Ｏ方向に沿って螺合することにより、レンズバレル１８をレ
ンズホルダ１７内に収容し、接着剤などによって互いに接合する。
【００３４】
　レンズホルダ１７は、光軸Ｏに対して、筒状部１７０の左右方向Ｙの右側で半径方向外
側に突出する突条部１７２を有する。この突条部１７２は、光軸Ｏと平行に上下方向Ｚに
延在している。この突条部１７２の後壁には、棒状の第１の移動体（移動軸）１２１が固
着されている。図示の例では、第１の移動体１２１は円柱状をしている。
【００３５】
　レンズホルダ１７は、筒状部１７０の後端で左右方向Ｙの左側へ延在する延在部１７４
を有する。この延在部１７４には、バネ１５の第１の端部１５ａを保持するための係止溝
１７４ａが設けられている。バネ１５は、延在部１７４に沿って、この第１の端部１５ａ
から左右方向Ｙの右側に第２の端部１５ｂまで延在している。このバネ１５の第２の端部
１５ｂには、棒状の第２の移動体（移動軸）１２２が取り付けられている。図示の例では
、第２の移動体１２２も、第１の移動体１２１と同様に、円柱状をしている。
【００３６】
　この第２の移動体（移動軸）１２２は、バネ１５によって、第１の移動体（移動軸）１
２１に近づく方向（前後方向Ｘの前方向）に付勢されている。第１の移動体（移動軸）１
２１と第２の移動体（移動軸）１２２との間に、後述する振動摩擦部（振動部材）１４が
その第１及び第２の摩擦面１４１、１４２で挟持されている。第１及び第２の摩擦面１４
１、１４２は、光軸Ｏ方向と直交する方向で互いに対向している。換言すれば、第１及び
第２の摩擦面１４１、１４２は、後述する積層圧電素子１３の伸縮方向と直交する方向で
互いに対向している。
【００３７】
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　図示の例では、第１の移動体１２１の長さは第２の移動体１２２の長さよりも長い。ま
た、第１の移動体１２１と第２の移動体１２２とは、同じ材料で構成されている。第１の
移動体１２１と第２の移動体１２２との組み合わせは、移動部材として働く。
【００３８】
　可動鏡筒（レンズホルダ）１７と、レンズバレル（レンズアセンブリ）１８と、バネ１
５と、第１及び第２の移動体１２１、１２２との組み合わせによって、オートフォーカス
レンズ駆動ユニットのレンズ可動部が構成される。後述するように、振動摩擦部１４の第
１及び第２の摩擦面１４１、１４２の少なくとも一方には、断面Ｖ字状の溝が形成されて
いる。これにより、特別な（専用の）案内部材を設けなくとも、レンズ可動部は、筐体に
対して光軸Ｏ方向にのみ直線移動可能である。したがって、前述した特許文献１乃至６に
開示されている駆動装置のような、案内部材は不要である。
【００３９】
　次に、オートフォーカスレンズ駆動ユニットのレンズ駆動部について説明する。レンズ
駆動部（駆動装置）１０は、電気機械変換素子として働く積層圧電素子１３と、上記静止
部材（錘）１１と、上記振動摩擦部（振動部材）１４と、振動伝達部材１９とから構成さ
れる。
【００４０】
　積層圧電素子１３は、光軸Ｏ方向に伸縮する。積層圧電素子１３は、光軸Ｏ方向に複数
の圧電層を積層した構造を有する。図４に示されるように、積層圧電素子１３は、伸縮方
向で互いに対向する第１の端面（下端面）１３ａと第２の端面（上端面）１３ｂとを持つ
。静止部材（錘）１１は、積層圧電素子１３の第１の端面（下端面）１３ａに接着剤等で
結合される。積層圧電素子１３と静止部材１１との組合せは、圧電ユニットと呼ばれる。
【００４１】
　振動摩擦部（振動部材）１４は、振動伝達部材１９を介して、積層圧電素子１３の第２
の端面（上端面）１３ｂに接着剤等で取り付けられている。すなわち、積層圧電素子１３
の上端面１３ｂは、接着剤（接着樹脂）で振動伝達部材１９の下端面１９ａに結合（接合
）され、振動摩擦部（振動部材）１４の下端面１４ａは、接着剤（接着樹脂）で振動伝達
部材１９の上端面１９ｂに結合（接合）されている。
【００４２】
　このように本実施の形態では、振動摩擦部（振動部材）１４と積層圧電素子（電気機械
変換素子）１３との間に、振動伝達部材１９を追加して（介在させて）いるので、振動摩
擦部（振動部材）１４は、単に、第１及び第２の移動体１２１、１２２との摺動性を考慮
するだけの構成であればよい。そのため、振動摩擦部（振動部材）１４は、電気機械変換
素子（積層圧電素子）１３との樹脂接着性を考慮して、その材料を選定する必要がない。
これにより、振動摩擦部（振動部材）１４は、その材料選定の自由度のみならず、その形
状の自由度も広がる。図示の例では、振動摩擦部（振動部材）１４の材料としては、表面
にフッ素潤滑めっきを施したアルミニウムを使用している。一方、振動伝達部材１９の材
料としては、鉄合金（冷間鋼板（ＳＰＣＣ）、ステンレス鋼（ＳＵＳ）等）を使用してい
る。
【００４３】
　また、振動伝達部材１９を追加することによって、その材質、形状を他の部材と合わせ
こむことにより、バネ１５の共振現象を抑制することができる。また、バネ１５の寸法ば
らつきによって生じる製品ごとの性能ばらつきを、形状が比較的簡単な振動伝達部材１９
で補うことが可能である。換言すれば、振動伝達部材１９が簡単な形状で作製できるので
、駆動装置１０の製品ごとの性能ばらつきを少なくすることができる。
【００４４】
　さらに、振動伝達部材１９を追加することによって、後述するように、電気機械変換素
子（積層圧電素子）１３の伸縮により発生する振動（往復変位）を移動部材（１２１，１
２２）に効率良く伝達させることが可能となる。その結果、移動部材（１２１，１２２）
の移動（変位）をスムーズに行わせることができる。
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【００４５】
　図５及び図６を参照して、振動摩擦部１４と第１及び第２の移動体１２１、１２２との
間の関係について詳細に説明する。図５は駆動装置１０の平面図であり、図６は図５の楕
円で囲んだ部分を拡大して示す部分拡大断面図である。
【００４６】
　棒状の第１及び第２の移動軸１２１、１２２は、この振動摩擦部（振動部材）１４と摩
擦結合される。振動摩擦部（振動部材）１４には、前後方向Ｘの前端の、当該振動摩擦部
１４と棒状の第１の移動軸１２１との間の第１の摩擦結合部（第１の摩擦面）１４１に第
１の断面Ｖ字状の溝１４１ａが形成され、前後方向Ｘの後端の、当該振動摩擦部１４と棒
状の第２の移動軸１２２との間の第２の摩擦結合部（第２の摩擦面）１４２に第２の断面
Ｖ字状の溝１４２ａが形成されている。
【００４７】
　前述したように、レンズ移動部は、振動摩擦部（振動部材）１４を、棒状の第１及び第
２の移動体（移動軸）１２１、１２２で挟み込むためのバネ１５を備える。すなわち、バ
ネ１５は、その第１の端部１５ａが係止溝１７４ａに保持されて、その第２の端部１５ｂ
に取り付けられた第２の移動体（移動軸）１２２で、振動摩擦部（振動部材）１４を第１
の移動体（移動軸）１２１に押し付ける押付力を発生する。換言すれば、バネ１５は、第
２の移動体（移動軸）１２２を振動摩擦部（振動部材）１４に付勢して、振動摩擦部（振
動部材）１４を第１及び第２の移動体１２１、１２２で挟持することにより、振動摩擦部
（振動部材）１４と第１及び第２の移動体１２１、１２２との間に摩擦力を付加する摩擦
力付加手段（付勢手段）として作用する。
【００４８】
　このように、振動摩擦部（振動部材）１４が、その両端面（第１の摩擦面１４１に形成
された第１の断面Ｖ字状の溝１４１ａと第２の摩擦面１４２に形成された第２の断面Ｖ字
状の溝１４２ａ）で、第１及び第２の移動体１２１、１２２よって挟み込まれているので
、レンズ可動部の位置を規制できると共に、レンズ可動部が第１の移動体１２１の回りで
回転するのを抑制することができる。すなわち、何らかの特別な（専用の）案内部材を用
いなくても、図６の矢印で示されるような、被駆動部材であるレンズホルダ１７が第１の
移動体１２１の回りで回転するのを防止することができる。
【００４９】
　また、図示の実施の形態では、第１の移動体１２１と第２の移動体１２２とが同じ材料
で構成されている。そのため、第１の移動体１２１と振動摩擦部１４の第１の摩擦面１４
１との間の第１の摩擦係数と、第２の移動体１２２と振動摩擦部１４の第２の摩擦面１４
２との間の第２の摩擦係数とを、実質的に等しくすることができる。その結果、図６に示
されるように、第１の移動体１２１と振動摩擦部１４の第１の摩擦面１４１との間の接触
線（図６の左側の２つの黒丸点）で作用する第１の摩擦力と、第２の移動体１２２と振動
摩擦部１４の第２の摩擦面１４２との間の接触線（図６の右側の２つの黒丸点）で作用す
る第２の摩擦力と、を実質的に等しくすることができる。これにより、レンズ可動部を安
定して直線駆動することができる。この結果、積層圧電素子（電気機械変換素子）１３の
伸縮で発生する振動運動を、効率よく第１及び第２の移動体１２１、１２２に伝達するこ
とが可能となる。
【００５０】
　振動摩擦部１４において、振動摩擦部１４と第１の移動体１２１との間の第１の摩擦結
合部（第１の摩擦面１４１）に第１の断面Ｖ字状の溝１４１ａを形成している。振動摩擦
部１４の第１の断面Ｖ字状の溝１４１ａによる第１の移動体１２１との２直線接触により
、第１の摩擦結合部（第１の摩擦面１４１）の接触状態が安定し、再現性の良い摩擦駆動
が得られると共に、第１の移動体１２１の一軸移動体としての直進移動性を高めるという
効果を奏する。尚、この第１の断面Ｖ字状の溝１４１ａの角度θ１は、３０度から１８０
度未満の範囲であることが望ましい。
【００５１】
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　同様に、振動摩擦部１４において、振動摩擦部１４と第２の移動体１２２との間の第２
の摩擦結合部（第２の摩擦面１４２）に第２の断面Ｖ字状の溝１４２ａを形成している。
振動摩擦部１４の第２の断面Ｖ字状の溝１４２ａによる第２の移動体１２２との２直線接
触により、第２の摩擦結合部（第２の摩擦面）１４２の接触状態が安定し、再現性の良い
摩擦駆動が得られると共に、第２の移動体１２２の一軸移動体としての直進移動性を高め
るという効果を奏する。尚、この第２の断面Ｖ字状の溝１４２ａの角度θ２は、３０度か
ら１８０度未満の範囲であることが望ましい。
【００５２】
　また、第１及び第２の移動体１２１、１２２をバネ１５で振動摩擦部１４に押し付けて
いる。これにより、振動摩擦部１４の第１の断面Ｖ字状の溝１４１ａと第２の断面Ｖ字状
の溝１４２ａとに、それぞれ、第１及び第２の移動部１２１、１２２を押し付けることで
、３部品（第１及び第２の移動部１２１、１２２、振動摩擦部１４）の安定した４線接触
を可能としている。
【００５３】
　図７を参照して、バネ１５の有効長Ｌｓについて説明する。図７は図１に示した駆動装
置１０の斜視図である。図７に示されるように、駆動装置１０は、バネ１５の有効長Ｌｓ
を長く設計することが可能である。その為、たとえバネ１５の寸法や組立寸法がばらつい
ても、荷重への影響を少なくすることができる。その結果、製品ごとの性能ばらつきを少
なくして駆動装置１０を製造することができる。
【００５４】
　このように、バネ１５の有効長Ｌｓを長く設計できるので、バネ１５の材料としては、
金属のみでなく、樹脂成型品であっても、十分な弾性効果を発揮することができる。
【００５５】
　また、バネ１５を、振動摩擦部１３ではなく、レンズ可動部側に取り付けている。この
ように、振動摩擦部１３とバネ１５とを分離したことにより、バネ１５の共振現象が起き
るのを防止できる。したがって、振動摩擦部１３とバネ１５が位相反転することがなくな
り、レンズ可動部を効率よく移動させることが可能となる。また、レンズ移動部の進行方
向も、意図した方向へ進むように制御することが可能となる。
【００５６】
　レンズ駆動部とレンズ可動部とは、図１に示されるように、光軸Ｏに対して並置されて
いる。したがって、駆動装置１０を低背化することができる。
【００５７】
　また、図示の実施の形態では、第１の移動体１２１の長さを第２の移動体１２２の長さ
よりも長くしている。その理由は次の通りである。第１の移動体１２１は、振動摩擦部１
４との安定した摩擦結合の為に、その長さを長めにしている。一方、第２の移動体１２２
は、駆動装置１０の安定駆動の為の補助的な役割を果たすので、その長さを短くしている
。これにより、駆動装置１０の小型化・低背化を図っている。
【００５８】
　次に、図８を参照して、本発明の第１の実施の形態に係る駆動装置の駆動方法について
説明する。図８（Ａ）および図８（Ｂ）は、それぞれ、駆動回路（図示せず）により積層
圧電素子１３に印加される駆動電圧の変化と、積層圧電素子１３の変位を示すものである
。図８（Ｃ）は、振動伝達部材１９が無い場合（従来の駆動装置）の移動部材（１２１，
１２２）の変位を示す図であり、図８（Ｄ）は、振動電圧部材１９が有る場合（本発明に
係る駆動装置１０）の移動部材（１２１，１２２）の変位を示す図である。図８（Ａ）～
図８（Ｄ）において、横軸は時間［μsec］を示している。図８（Ａ）の縦軸は電圧［Ｖ
］を示している。図８（Ｂ）～図８（Ｄ）において、縦軸は変位［ｎｍ］を示している。
【００５９】
　図８（Ａ）に示すように、積層圧電素子１３に、負電圧と正電圧との繰返し波形から成
る矩形波電圧を、駆動電圧として印加する。図示の例では、負電圧は－２.８Ｖであり、
正電圧は＋２.８Ｖである。矩形波電圧の駆動周波数は９６ｋＨｚであり、デューティ比
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（図示の例では、負電圧のパルス幅と正電圧のパルス幅との比）は３０／７０である。尚
、図示の例は、レンズホルダ１７（レンズバレル１８）を光軸Ｏ方向（上下方向Ｚ）に沿
って下方向へ連続して移動させる例を示している。
【００６０】
　このような状況では、図８（Ｂ）に示すように、積層圧電素子１３は、パルス幅の短い
負電圧に対応した急激な変位（伸び）と、パルス幅の長い正電圧に対応した穏やかな変位
（縮み）とが交互に生じる。
【００６１】
　すなわち、積層圧電素子１３に矩形波電圧（駆動電圧）を印加して（図８（Ａ））、積
層圧電素子１３に対して鋸歯波状の往復変位（伸縮）を生じ（図８（Ｂ））させる。
【００６２】
　図８に加えて図１をも参照して、駆動装置１０の動作について説明する。先ず、レンズ
可動部を上下方向Ｚに沿って下方向に移動する場合の動作について説明する。
【００６３】
　先ず、図８（Ａ）に示すように、積層圧電素子１３にパルス幅の短い負電圧を印加する
と、図８（Ｂ）に示すように、積層圧電素子１３は急速に厚み方向の伸び変位を生じる。
その結果、振動摩擦部１４は、振動伝達部材１９を介して光軸Ｏ方向（上下方向Ｚ）に沿
って上方向に急速に移動する。このとき、レンズ可動部（第１及び第２の移動体１２１、
１２２）は、その慣性力により、振動摩擦部１４と棒状の第１及び第２の移動体１２１、
１２２との間の摩擦力に打ち勝って実質的にその位置にとどまるので、移動しない。
【００６４】
　次に、図８（Ａ）に示すように、積層圧電素子１３にパルス幅の長い正電圧を印加する
と、図８（Ｂ）に示すように、積層圧電素子１３は緩やかに厚み方向の縮み変位を生じる
。その結果、振動摩擦部１４は、振動電圧部材１９を介して光軸Ｏ方向（上下方向Ｚ）に
沿って下方向に緩やかに移動する。このとき、振動摩擦部１４と棒状の第１及び第２の移
動体１２１、１２２とはそれらの間の接触面（第１及び第２の摩擦面１４１、１４２）に
発生する摩擦力により結合しているので、レンズ可動部（第１及び第２の移動体１２１、
１２２）は振動摩擦部１４と共に実質的に光軸Ｏ方向（上下方向Ｚ）に沿って下方向に移
動する。
【００６５】
　このように、積層圧電素子１３にパルス幅の短い負電圧とパルス幅の長い正電圧とを交
互に印加して、積層圧電素子１３に伸び変位と縮み変位とを交互に生じさせることにより
、レンズホルダ１７（レンズバレル１８）を光軸Ｏ方向（上下方向Ｚ）に沿って下方向へ
連続して移動させることができる。
【００６６】
　ここで、振動伝達部材１９が無い従来の駆動装置では、積層圧電素子（電気機械変換素
子）１３の往復変位（振動）が、直接、振動摩擦部１４に伝達される。その為、積層圧電
素子（電気機械変換素子）１３の伸縮により発生する振動（往復変位）を移動部材（１２
１，１２２）に効率よく伝達させることは困難である。その結果、図８（Ｃ）に示される
ように、レンズ可動部（移動部材）をスムーズに移動させることができない。
【００６７】
　一方、振動伝達部材１９が有る本実施の形態に係る駆動装置１０では、積層圧電素子（
電気機械変換素子）１３の往復変位（振動）が、振動電圧部材１９を介して、振動摩擦部
１４に伝達される。その為、積層圧電素子（電気機械変換素子）１３の伸縮により発生す
る振動（往復変位）を移動部材（１２１，１２２）に効率よく伝達させることができる。
その結果、図８（Ｄ）に示されるように、レンズ可動部（移動部材）をスムーズに移動さ
せることができる。
【００６８】
　上述したように、電気機械変換素子１３を鋸歯状波に往復変位させ、この電気機械変換
素子１３の往復変位を振動伝達部材１９を介して振動摩擦部１４に伝達させることによっ
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て、移動部材（１２１，１２２）を所定の方向（上記の例では、下方向）にスムーズにリ
ニア駆動することができる。
【００６９】
　尚、レンズ可動部を光軸Ｏ方向（上下方向Ｚ）に沿って上方向に移動させるには、上記
とは逆に、積層圧電素子１３にパルス幅の長い負電圧と、パルス幅の短い正電圧とを交互
に印加することによって、達成することができる。
【００７０】
　尚、上述の第１の実施の形態では、矩形波電圧のデューティ比（正電圧のパルス幅と負
電圧のパルス幅との比又は負電圧のパルス幅と正電圧のパルス幅との比）が７０／３０の
場合を例に挙げて説明している。しかしながら、本発明者は、上記デューティ比が７５／
２５～６５／３５の範囲にあれば、レンズ可動部（移動部材）をスムーズに移動させるこ
とができることを実験的に確認している。
【００７１】
　また、上述の第１の実施の形態では、電気機械変換素子１３に矩形波電圧を印加して、
電気機械変換素子１３を鋸歯状波に往復変位させているが、電気機械変換素子１３を鋸歯
状波に往復変位させる方法はこれに限定されないのは勿論である。
【００７２】
　さらに、上述の第１の実施の形態では、移動部材（１２１，１２２）を、振動摩擦部１
４に対して、滑らない状態（ノンスリップ状態）と滑る状態（スリップ状態）とを繰り返
すことによって、移動部材（１２１，１２２）を所定の方向にリニア移動させている。換
言すれば、電機機械変換素子１３の伸長時と縮小時の一方において、振動摩擦部１４と移
動部材（１２１，１２２）との間に滑りを生じさせ、伸長時と縮小時の他方において、振
動摩擦部１４と移動部材（１２１，１２２）との間に滑りを生じさせないように、駆動装
置１０を駆動している。このような駆動方法は、この技術分野において、ノンスリップ・
スリップ駆動と呼ばれる。
【００７３】
　しかしながら、移動部材（１２１，１２２）を、振動摩擦部１４に対して、滑る状態（
スリップ状態）を繰り返すことによって、移動部材（１２１，１２２）を所定の方向にリ
ニア移動させてもよい。換言すれば、電機機械変換素子１３の伸長時と縮小時のどちらに
おいても、振動摩擦部１４と移動部材（１２１，１２２）との間に滑りを生じさせるよう
に、駆動装置１０を駆動してもよい。このような駆動方法は、この技術分野において、ス
リップ・スリップ駆動と呼ばれる。
【００７４】
　次に、積層圧電素子１３について説明する。積層圧電素子１３は直方体の形状をしてお
り、その素子サイズは、０．９［ｍｍ］×０．９［ｍｍ］×１．５［ｍｍ］である。圧電
材料としてＰＺＴのような低Ｑｍ材を使用している。厚さ２０［μｍ］の圧電材料と厚さ
２［μｍ］の内部電極とを交互に櫛形に５０層積層することによって、積層圧電素子１３
を製造する。そして、積層圧電素子１３の有効内部電極サイズは、０．６［ｍｍ］×０．
６［ｍｍ］である。換言すれば、積層圧電素子１３の有効内部電極の外側に位置する周辺
部には、幅０．１５［ｍｍ］のリング状の不感帯部分（クリアランス）が存在する。
【００７５】
　図１乃至図７に示した駆動装置１０では、第１の移動体１２１と可動鏡筒（レンズホル
ダ、レンズ支持体）１７とは別体で、互いに固着されているが、図９及び図１０に示され
る駆動装置１０Ａのように、第１の移動体１２１と可動鏡筒（レンズホルダ、レンズ支持
体）１７とを一体に構成してもよい。この場合、可動鏡筒（レンズホルダ、レンズ支持体
）１７と第１の移動体１２１とは同一の材料で構成される。
【００７６】
　図１１を参照して、本発明に係る駆動方法が適用される、駆動装置１０Ｂの第２の例に
ついて説明する。駆動装置１０Ｂは、振動摩擦部が後述するように変更されている点を除
いて、図１乃至図７に図示した駆動装置１０と同様の構成を有する。したがって、振動摩
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擦部に１４Ａの参照符号を付してある。図１１は、図６と同様の、振動摩擦部１４Ａと第
１及び第２の移動体１２１、１２２との配置関係を示す平面断面図である。
【００７７】
　図６に示した振動摩擦部１４とは異なり、振動摩擦部１４Ａは、その第１の摩擦面１４
１にのみ断面Ｖ字状の溝１４１ａを形成している。したがって、振動摩擦部１４Ａの第２
の摩擦面１４２は平面構造をしている。
【００７８】
　すなわち、図６に示した振動摩擦部１４を有する駆動装置１０では、移動部材（第１及
び第２の移動体１２１、１２２）と振動摩擦部１４とは４線接触しているが、図１１に示
した振動摩擦部１４Ａを有する駆動装置１０Ｂでは、移動部材（第１及び第２の移動体１
２１、１２２）と振動摩擦部１４Ａとは３線接触することになる。
【００７９】
　この駆動装置１０Ｂにおいても、第１及び第２の移動体１２１、１２２をバネ１５（図
１参照）で振動摩擦部１４Ａに押し付けている。これにより、振動摩擦部１４Ａの第１の
断面Ｖ字状の溝１４１ａと第２の摩擦面１４２とに、それぞれ、第１及び第２の移動部１
２１、１２２を押し付けることで、３部品（第１及び第２の移動部１２１、１２２、振動
摩擦部１４Ａ）の安定した３線接触を可能としている。
【００８０】
　このように、振動摩擦部（振動部材）１４Ａが、その両端面（第１の摩擦面１４１に形
成された第１の断面Ｖ字状の溝１４１ａと第２の摩擦面１４２）で、第１及び第２の移動
体１２１、１２２によって挟み込まれているので、レンズ可動部の位置を規制できると共
に、レンズ可動部が第１の移動体１２１の回りで回転するのを抑制することができる。す
なわち、何らかの特別な（専用の）案内部材を用いなくても、図１１の矢印で示されるよ
うな、被駆動部材であるレンズホルダ１７が第１の移動体１２１の回りで回転するのを防
止することができる。
【００８１】
　尚、本実施の形態でも、第１の移動体１２１と振動摩擦部１４Ａの第１の摩擦面１４１
との間の第１の摩擦係数と、第２の移動体１２２と振動摩擦部１４Ａの第２の摩擦面１４
２との間の第２の摩擦係数とを、実質的に等しく設定している。換言すれば、第１及び第
２の摩擦係数が実質的に等しくなるように、第１及び第２の移動体１２１、１２２の材料
を選定（選択）している。その結果、図１１に示されるように、第１の移動体１２１と振
動摩擦部１４Ａの第１の摩擦面１４１との間の接触線（図１１の左側の２つの黒丸点）で
作用する第１の摩擦力と、第２の移動体１２２と振動摩擦部１４Ａの第２の摩擦面１４２
との間の接触線（図１１の右側の１つの黒丸点）で作用する第２の摩擦力と、を実質的に
等しくすることができる。これにより、レンズ可動部を安定して駆動することができる。
【００８２】
　このような構造の駆動装置１０Ｂによれば、振動摩擦部１４Ａの第１の摩擦面１４１に
形成された断面Ｖ字状の溝１４１ａによる第１の移動体１２１との２直線接触と、振動摩
擦部１４Ａの第２の摩擦面１４２による第２の移動体１２２との１直線接触とにより、摩
擦結合部（第１及び第２の摩擦面１４１、１４２）の接触状態が安定し、再現性の良い摩
擦駆動が得られると共に、移動部材（第１及び第２の移動体１２１、１２２）の一軸移動
体としての直進移動性を高めるという効果を奏する。
【００８３】
　尚、図１１に示した駆動装置１０Ｂでは、振動摩擦部１４Ａの第１の摩擦面１４１にの
み断面Ｖ字状の溝１４１ａを形成しているが、これとは逆に、振動摩擦部の第２の摩擦面
にのみ断面Ｖ字状の溝を形成するようにしても良い。
【００８４】
　電気機械変換素子（積層圧電素子）１３に駆動電圧として単に矩形波電圧を印加する、
上述した本発明の第１の実施の形態に係る駆動方法では、以下に詳細に説明するように、
広帯域周波数で駆動することが困難であることを、本発明者らは実験的に確認した。
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【００８５】
　そこで、本発明の第２の実施の形態に係る駆動方法では、電気機械変換素子（積層圧電
素子）１３に、所定のデューティ比を持つ逆極性の矩形波電圧と、この矩形波電圧に引き
続く０Ｖの待機電圧とから成る駆動電圧を、一周期に有する、駆動電圧を繰り返し印加し
ている。
【００８６】
　図１２および図１３に、待機電圧の待機時間Waitを変化させたときの、周波数（ｋＨｚ
）と動作速度（ｍｍ／ｓ）との関係を示す。ここでは、一周期を１００％としたきの待機
時間Waitをパーセント（％）で表している。また、図示の例では、駆動条件として、電圧
の最大値の絶対値が２．８Ｖで、所定のデューティ比が７０／３０の場合を示している。
【００８７】
　図１２（Ａ）、図１２（Ｂ）、図１２（Ｃ）、図１３（Ａ）、図１３（Ｂ）、図１３（
Ｃ）の各々において、左側に電気機械変換素子（積層圧電素子）１３に印加される駆動電
圧の入力波形を示し、右側に駆動周波数（ｋＨｚ）ｖｓレンズ可動部の動作速度（ｍｍ／
ｓ）の特性図を示している。また、これら図の右側の特性図において、丸印は、レンズが
ダウンＤｏｗｎする方向の速度（スピード）を示し、四角印は、レンズがアップＵｐする
方向の速度（スピード）を示している。
【００８８】
　図１２（Ａ）は、待機時間Waitが０％の入力波形と、周波数ｖｓ動作速度の特性図とを
示す。すなわち、図１２（Ａ）は、本発明の第１の駆動方法による特性を示している。
【００８９】
　電気機械変換素子（積層圧電素子）１３に印加される駆動電圧の待機時間Waitが０％の
場合、図１２（Ａ）の右側の特性図から明らかなように、動作周波数帯域として、５０ｋ
Ｈｚ～５５ｋＨｚと６８ｋＨｚの二つの領域が存在していることが分かる。しかしながら
、これら二つの領域では、いずれも、レンズ可動部は狭い帯域でしか動くことができない
。また、レンズ変位方向の逆転現象が生じている。これは、製品によって、同じ動作条件
化において、レンズＤｏｗｎ方向に動くものもあれば、レンズＵｐ方向に動くものもある
可能性を持っていることを表している。
【００９０】
　図１２（Ｂ）は、待機時間Waitが２０％の入力波形と、周波数ｖｓ動作速度の特性図と
を示す。図１２（Ｃ）は、待機時間Waitが４０％の入力波形と、周波数ｖｓ動作速度の特
性図とを示す。図１３（Ａ）は、待機時間Waitが６０％の入力波形と、周波数ｖｓ動作速
度の特性図とを示す。図１３（Ｂ）は、待機時間Waitが８０％の入力波形と、周波数ｖｓ
動作速度の特性図とを示す。図１３（Ｃ）は、待機時間Waitが９０％の入力波形と、周波
数ｖｓ動作速度の特性図とを示す。すなわち、これらの図は、本発明の第２の駆動方法に
よる特性を示している。
【００９１】
　電気機械変換素子（積層圧電素子）１３に印加される駆動電圧の待機電圧の待機時間Wa
itが２０％の場合、図１２（Ｂ）の右側の特性図から明らかなように、動作周波数帯域と
して、４５ｋＨｚ～７０ｋＨｚと８８ｋＨｚ以上の二つの領域が存在していることが分か
る。したがって、これら二つの領域では、図１２（Ａ）に比較して、レンズ可動部を広帯
域で駆動することが可能である。また、レンズ変位方向の逆転現象も改善されている。
【００９２】
　電気機械変換素子（積層圧電素子）１３に印加される駆動電圧の待機電圧の待機時間Wa
itが４０％の場合、図１２（Ｃ）の右側の特性図から明らかなように、動作周波数帯域と
して、５５ｋＨｚ～８３ｋＨｚの一つの領域が存在していることが分かる。したがって、
この一つ領域では、図１２（Ａ）に比較して、レンズ可動部を広帯域で駆動することが可
能である。また、レンズ変位方向の逆転現象も改善されている。
【００９３】
　電気機械変換素子（積層圧電素子）１３に印加される駆動電圧の待機電圧の待機時間Wa
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itが６０％の場合、図１３（Ａ）の右側の特性図から明らかなように、動作周波数帯域と
して、５８ｋＨｚ以下と７３ｋＨｚ～７５ｋＨｚの二つの領域が存在していることが分か
る。したがって、これら二つの領域では、図１２（Ａ）に比較して、レンズ可動部を広帯
域で駆動することが可能である。また、レンズ変位方向の逆転現象も改善されている。
【００９４】
　電気機械変換素子（積層圧電素子）１３に印加される駆動電圧の待機電圧の待機時間Wa
itが８０％の場合、図１３（Ｂ）の右側の特性図から明らかなように、動作周波数帯域と
して、６５ｋＨｚ以上の一つの領域が存在していることが分かる。したがって、この一つ
領域では、図１２（Ａ）に比較して、レンズ可動部を広帯域で駆動することが可能である
。また、レンズ変位方向の逆転現象も改善されている。
【００９５】
　電気機械変換素子（積層圧電素子）１３に印加される駆動電圧の待機電圧の待機時間Wa
itが９０％の場合、図１３（Ｃ）の右側の特性図から明らかなように、動作周波数帯域と
して、８０ｋＨｚ以下と９４ｋＨｚ以上の二つの領域が存在していることが分かる。した
がって、これら二つの領域では、図１２（Ａ）に比較して、レンズ可動部を広帯域で駆動
することが可能である。また、レンズ変位方向の逆転現象も改善されている。
【００９６】
　このように、待機電圧が０Ｖの待機時間を設けることによって、レンズ可動部を広帯域
で駆動できる。その結果、製品毎の駆動条件バラツキを抑えることができる。また、レン
ズ変位方向の逆転現象を抑えることができるので、安定してレンズ可動部を駆動すること
ができる。尚、０Ｖの待機電圧の待機時間を長くすればする程、駆動装置１０の消費電力
を抑制することが可能である。
【００９７】
　尚、上記本発明の第２の実施の形態では、所定のデューティ比が７０／３０の場合を例
に挙げて説明している。しかしながら、本発明者らは、上記所定のデューティ比が７５／
２５～６５／３５の範囲にあれば、レンズ可動部（移動部材）をスムーズに移動させるこ
とができることを実験的に確認している。また、上記本発明の第２の実施の形態では、待
機電圧の待機時間が一周期の２０％～９０％の範囲にある場合を例に挙げて説明している
が、待機電圧の待機時間はこれらに限定されないのは勿論である。
【００９８】
　以上、本発明についてその好ましい実施の形態によって説明してきたが、本発明の精神
を逸脱しない範囲内で、種々の変形が当業者によって可能であるのは明らかである。例え
ば、上述した実施の形態では、第１及び第２の移動体は円柱状をしているが、第１及び第
２の移動体の形状はこれに限定されないのは勿論である。また、上述した実施の形態では
、振動摩擦部が複雑な形状（異形）をしているが、円柱状（棒状）であってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００９９】
【図１】本発明に係る駆動方法が適用される駆動装置の第１の例を示す斜視図である。
【図２】図１に示した駆動装置の主要部を拡大して示す部分拡大斜視図である。
【図３】図１に示した駆動装置の側面図である。
【図４】図３に示した駆動装置の主要部を拡大して示す部分拡大側面図である。
【図５】図１に示した駆動装置の平面図である。
【図６】図５の楕円で囲んだ部分を拡大して示す部分拡大断面図である。
【図７】バネの有効長を説明するための、図１に示した駆動装置の斜視図である。
【図８】本発明の第１の実施の形態に係る駆動装置の駆動方法を説明するための波形図で
ある。
【図９】図１に示した駆動装置の変形例を示す斜視図である。
【図１０】図９に示した駆動装置の主要部を拡大して示す部分拡大斜視図である。
【図１１】本発明に係る駆動方法が適用される駆動装置の第２の例に使用される、振動摩
擦部と第１及び第２の移動体との配置関係を示す平面断面図である。
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【図１２】待機電圧の待機時間を変化させたときの、周波数と動作速度との関係を示す図
である。
【図１３】待機電圧の待機時間を変化させたときの、周波数と動作速度との関係を示す図
である。
【符号の説明】
【０１００】
　　　　１０、１０Ａ、１０Ｂ　　駆動装置
　　　　１１　　静止部材
　　　　１２１　　第１の移動体
　　　　１２２　　第２の移動体
　　　　１３　　積層圧電素子（電気機械変換素子）
　　　　１４、１４Ａ　　振動摩擦部
　　　　１４１　　第１の摩擦面
　　　　１４１ａ　　第１の断面Ｖ字状の溝
　　　　１４２　　第２の摩擦面
　　　　１４２ａ　　第２の断面Ｖ字状の溝
　　　　１５　　バネ（摩擦力付加手段、付勢手段）
　　　　１５ａ　　第１の端部
　　　　１５ｂ　　第２の端部
　　　　１７　　可動鏡筒（レンズホルダ、レンズ支持体、被駆動部材）
　　　　１７０　　筒状部
　　　　１７２　　突条部
　　　　１７４　　延在部
　　　　１７４ａ　　係止溝
　　　　１８　　レンズバレル（レンズアセンブリ）
　　　　１９　　振動伝達部材
　　　　Ｏ　　レンズの光軸
　　　　ＡＦＬ　　オートフォーカスレンズ
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【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】
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